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高
度
経
済
成
長
が
続
き
、
経
済
規
模
が
日
本
を
超
え
、
世
界
第
二

位
に
な
っ
た
中
国
は
、
低
炭
素
社
会
に
向
け
た
取
り
組
み
を
加
速

さ
せ
て
い
る
。
政
府
は
昨
年
一
月
末
、
Ｇ
Ｄ
Ｐ
当
た
り
Ｃ
Ｏ
２
排
出

量
（
排
出
原
単
位
）
を
二
〇
二
〇
年
に
〇
五
年
比
四
〇
〜
四
五
％
削

減
し
、
一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
に
占
め
る
非
化
石
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
比
率
を

一
五
％
へ
高
め
る
こ
と
な
ど
を
、
自
主
行
動
目
標
と
し
て
国
連
に
提

出
し
た
。
続
い
て
、
全
国
人
民
代
表
大
会
（
全
人
代
）
が
今
年
三
月

一
四
日
、
目
標
達
成
の
担
保
と
な
る
「
第
一
二
次
五
ヵ
年
計
画
」
を

決
議
し
た
。
総
合
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
に
つ
い
て
、
資
源
節
約
と
環
境

調
和
型
社
会
の
実
現
を
目
標
に
、
温
暖
化
防
止
と
省
エ
ネ
の
推
進
、

安
定
供
給
と
高
効
率
・
ク
リ
ー
ン
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
産
業
体
系
の
構
築

を
図
る
基
本
方
針
が
示
さ
れ
た
。
そ
の
一
環
と
し
て
、「
安
全
確
保

の
元
で
原
子
力
を
効
率
よ
く
発
展
さ
せ
」、
五
年
間
に
四
〇
〇
〇
万

キ
ロ
ワ
ッ
ト
の
新
規
建
設
の
着
工
を
目
標
に
設
定
し
た
。

　

福
島
原
発
事
故
を
受
け
、
中
国
政
府
は
原
発
安
全
対
策
の
強
化
と

開
発
計
画
の
見
直
し
、
省
エ
ネ
・
節
電
の
推
進
、
ガ
ス
火
力
や
再
生

可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
発
電
な
ど
代
替
電
源
の
導
入
拡
大
な
ど
に
乗
り
出

し
、
よ
り
安
全
で
持
続
可
能
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
給
シ
ス
テ
ム
へ
の
模

索
を
展
開
し
始
め
た
。
以
下
で
は
、
中
国
の
低
炭
素
社
会
に
向
け
た

取
り
組
み
を
概
観
し
、
原
発
を
中
心
と
す
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
の
動

経
済
的
躍
進
を
続
け
る
中
国
の
原
子
力
政
策
は
あ
ま
り
知
ら
れ
て
い
な
い
。

高
ま
り
ゆ
く
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
要
に
応
え
る
た
め
、

中
国
は
い
か
な
る
原
子
力
政
策
を
模
索
し
て
い
る
の
で
あ
ろ
う
か
。

中
国
　

原
子
力
重
視
の
方
針
は
変
わ
ら
ず

長
岡
技
術
科
学
大
学
教
授

李
志
東

り
し
と
う
　
一
九
八
三
年
中
国
人
民
大
学
国
民
経

済
計
画
・
統
計
学
部
卒
。
九
〇
年
京
都
大
学
大

学
院
博
士
後
期
課
程
経
済
学
研
究
科
修
了
（
経

済
学
博
士
）。
日
本
エ
ネ
ル
ギ
ー
経
済
研
究
研
究
所

主
任
研
究
員
を
経
て
、
二
〇
〇
七
年
よ
り
現
職
。

〈
世
界
は
ど
う
変
わ
っ
た
か
〉



53

3・11以降の「原子力」

向
を
分
析
す
る
。
合
わ
せ
て
、
原
子
力
安
全
の
国
際
管
理
体
制
の
強

化
に
つ
い
て
考
え
て
み
る
。

二
〇
〇
六
年
か
ら
本
格
化
し
た
省
エ
ネ
へ
の
取
り
組
み

　

中
国
は
一
九
七
八
年
か
ら
「
改
革
・
開
放
」
を
断
行
し
て
、
高
度

経
済
成
長
期
に
入
っ
た
。
Ｇ
Ｄ
Ｐ
規
模
が
一
九
八
〇
〜
二
〇
一
〇

年
の
三
〇
年
間
で
一
七
・
六
倍
に
拡
大
し
、
年
平
均
経
済
成
長
率
は

一
〇
％
を
超
え
た
。
し
か
し
、
手
放
し
で
喜
べ
な
い
。
先
進
国
が
産

業
革
命
以
降
に
経
験
し
た
公
害
、
一
九
七
〇
年
代
以
降
に
あ
ら
わ
に

な
っ
た
エ
ネ
ル
ギ
ー
安
全
保
障
、
九
〇
年
代
に
始
ま
る
地
球
温
暖
化

問
題
な
ど
が
、
短
い
期
間
に
圧
縮
さ
れ
た
形
で
複
合
的
に
噴
出
し
て

き
た
か
ら
だ
。

　

一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
は
二
八
年
間
に
年
平
均
伸
び
率
五
・
六
％
、

世
界
全
体
の
一
・
九
％
を
大
幅
に
上
回
る
ペ
ー
ス
で
増
加
し
た
。
そ

の
結
果
、
二
〇
〇
八
年
現
在
、
中
国
は
一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
が

一
九
・
一
億
ト
ン
（
石
油
換
算
）、
世
界
の
一
七
・
〇
％
を
占
め
、
米

国
に
次
ぐ
世
界
第
二
位
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
要
大
国
と
な
っ
た
。
そ
の

中
心
を
担
う
の
は
石
炭
で
あ
る
。
〇
九
年
現
在
、
石
炭
は
一
次
エ
ネ

ル
ギ
ー
消
費
の
七
〇
・
四
％
を
占
め
、
以
下
石
油
が
一
七
・
九
％
、
天

然
ガ
ス
が
三
・
九
％
、
水
力
が
六
・
六
％
、
原
子
力
が
〇
・
七
％
、
そ

の
他
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
が
〇
・
五
％
と
な
っ
て
い
る
。
需
給
バ

ラ
ン
ス
を
み
る
と
、
石
油
は
生
産
の
低
迷
と
自
動
車
普
及
な
ど
に

よ
る
需
要
急
増
に
伴
い
、
一
九
九
三
年
に
純
輸
出
か
ら
純
輸
入
に

転
じ
た
。
二
〇
一
〇
年
に
は
純
輸
入
量
が
二
・
五
三
億
ト
ン
に
ま
で

急
増
し
、
米
国
、
日
本
に
次
ぐ
世
界
三
位
の
石
油
輸
入
大
国
と
な
っ

た
。
石
油
輸
入
の
急
増
を
引
き
金
に
、
中
国
は
一
九
九
七
年
か
ら

一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
純
輸
入
国
に
な
り
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
安
全
保
障

問
題
が
急
速
に
顕
在
化
し
て
き
た
の
で
あ
る
。
一
方
、
Ｃ
Ｏ
２
排
出

量
は
二
〇
〇
八
年
に
六
五
億
ト
ン
に
達
し
て
お
り
、
世
界
総
排
出
量

の
二
二
・
一
％
を
占
め
、
米
国
を
超
え
世
界
最
大
と
な
っ
た
。

　

化
石
エ
ネ
ル
ギ
ー
と
炭
素
依
存
で
発
展
を
遂
げ
た
先
進
国
の
モ
デ

ル
を
踏
襲
し
て
は
問
題
が
解
決
で
き
な
い
。
そ
こ
で
、中
国
政
府
は
、

二
〇
〇
六
年
か
ら
始
ま
る
第
一
一
次
五
ヵ
年
計
画
で
Ｇ
Ｄ
Ｐ
当
た
り

エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量
を
二
〇
一
〇
年
に
〇
五
年
比
で
二
〇
％
削
減
す

る
目
標
を
掲
げ
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
と
原
子
力
の
導
入
拡
大
や

植
林
活
動
な
ど
低
炭
素
化
の
取
組
み
を
積
極
的
に
展
開
し
て
き
た
。

省
エ
ネ
目
標
を
地
域
別
と
主
要
事
業
所
別
に
、
効
率
の
低
い
小
型
石

炭
火
力
の
強
制
廃
止
目
標
を
発
電
所
別
に
割
り
当
て
、
未
達
成
の
場

合
に
は
、
所
在
地
域
と
該
当
事
業
グ
ル
ー
プ
全
体
に
対
し
新
規
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
の
審
査
を
延
期
す
る
「
審
査
延
期
の
連
座
制
度
」
や
、
ほ

か
の
業
績
が
よ
く
て
も
、
責
任
者
を
昇
進
さ
せ
な
い
と
す
る
人
事
評

価
の
「
一
票
否
決
制
度
」
な
ど
厳
し
い
規
制
と
問
責
制
度
を
導
入
し
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た
。
同
時
に
、
省
エ
ネ
製
品
の
購
入
に
対
す
る
補
助
金
制
度
や
、
再

生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
発
電
を
割
高
な
価
格
で
買
取
る
「
固
定
価
格
買

取
り
制
度
（
Ｆ
Ｉ
Ｔ
）」
な
ど
の
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
対
策
も
導
入
し
た
。

ま
た
、
二
〇
〇
七
年
六
月
に
「
国
務
院
省
エ
ネ
・
汚
染
物
質
削
減
対
策

指
導
小
組
と
国
家
気
候
変
化
対
策
指
導
小
組
」
を
、
二
〇
〇
八
年
三
月

に
国
家
発
展
改
革
委
員
会
に
気
候
変
化
対
策
局
を
、
同
年
七
月
に
国
家

能
源
（
エ
ネ
ル
ギ
ー
）
局
を
、
昨
年
一
月
に
国
家
能
源
委
員
会
を
設
置

す
る
な
ど
、
総
合
行
政
組
織
の
強
化
も
図
ら
れ
た
。

　

こ
う
し
た
体
系
的
な
取
り
組
み
の
結
果
、
Ｇ
Ｄ
Ｐ
当
た
り
エ
ネ
ル

ギ
ー
消
費
は
二
〇
一
〇
年
ま
で
に
〇
五
年
比
で
一
九
・
一
％
改
善
さ

れ
、
二
〇
％
と
い
う
計
画
目
標
が
基
本
的
に
達
成
し
た
。
ま
た
、
一

次
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
に
占
め
る
非
化
石
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
比
率
は
八
・

三
％
へ
上
昇
し
、
八
・
一
％
以
上
と
い
う
目
標
も
達
成
し
た
。
こ
れ

ら
に
よ
っ
て
、
Ｃ
Ｏ
２
排
出
原
単
位
は
〇
五
年
比
で
一
九
・
八
％
も

削
減
で
き
た
。

　

二
〇
一
一
年
か
ら
始
ま
る
「
第
一
二
次
五
ヵ
年
計
画
」
で
は
、
政

府
が
経
済
成
長
率
を
期
待
値
と
し
て
低
め
に
設
定
す
る
一
方
、
Ｃ
Ｏ
２

排
出
原
単
位
を
二
〇
一
五
年
に
一
〇
年
比
で
一
七
％
削
減
、
Ｇ
Ｄ
Ｐ

当
た
り
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量
を
一
六
％
削
減
、
非
化
石
エ
ネ
ル
ギ
ー

の
比
率
を
一
一
・
四
％
へ
高
め
る
な
ど
を
、
達
成
責
任
の
問
わ
れ
る

拘
束
力
の
あ
る
目
標
と
し
て
規
定
し
た
（
表
１
）。

　

石
炭
か
ら
天
然
ガ
ス
や
石
油
へ
の
シ
フ
ト
を
考
慮
し
な
く
て

も
、
省
エ
ネ
と
非
化
石
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
目
標
を
達
成
で
き
れ
ば
、

排
出
原
単
位
は
二
〇
一
五
年
に
一
八
・
八
％
減
と
推
定
さ
れ
る
の

で
、
一
七
％
の
目
標
値
は
超
過
達
成
で
き
る
こ
と
に
な
る
。
ま
た
、

二
〇
一
六
〜
二
〇
年
の
省
エ
ネ
率
を
一
六
％
と
仮
定
し
て
積
算
す
る

と
、
排
出
原
単
位
は
二
〇
二
〇
年
に
〇
五
年
比
で
四
七
・
五
％
の
削

減
と
な
る
。
国
連
に
提
出
し
た
四
〇
〜
四
五
％
削
減
の
自
主
行
動
目

標
の
達
成
を
担
保
で
き
る
計
画
と
な
っ
て
い
る
。対
策
手
段
と
し
て
、

問
責
制
度
の
強
化
や
エ
ネ
ル
ギ
ー
価
格
体
系
の
合
理
化
な
ど
第
一
一

次
五
ヵ
年
計
画
で
取
り
入
れ
、
有
効
性
が
実
証
さ
れ
た
対
策
の
ほ
か

に
、
Ｃ
Ｏ
２
排
出
量
の
計
測
・
報
告
・
検
証
（
国
内
Ｍ
Ｒ
Ｖ
）
制
度

の
健
全
化
、
炭
素
排
出
量
取
引
制
度
の
整
備
と
環
境
税
の
導
入
、
低

炭
素
モ
デ
ル
実
験
事
業
の
加
速
が
新
た
に
盛
り
込
ま
れ
た
。

　

国
家
発
展
改
革
委
員
会
が
全
体
目
標
の
地
域
へ
の
分
解
作
業
を
急

い
で
い
る
。
経
済
発
展
水
準
に
応
じ
て
全
国
三
一
地
域
を
五
グ
ル
ー

プ
に
分
け
、
省
エ
ネ
率
を
最
大
一
八
％
、
最
小
一
〇
％
と
す
る
案
が

作
成
さ
れ
、
意
見
聴
取
に
入
っ
た
。
ま
た
、
国
内
外
の
関
心
を
集
め

て
い
る
炭
素
排
出
の
総
量
規
制
と
排
出
量
取
引
制
度
に
つ
い
て
は
、

低
炭
素
モ
デ
ル
実
験
地
域
に
指
定
さ
れ
た
広
東
省
が
珠
江
デ
ル
タ
を

対
象
に
導
入
実
験
を
行
う
見
通
し
だ
。
低
炭
素
社
会
へ
の
取
り
組
み

が
着
実
に
進
展
し
て
い
る
と
言
え
る
。
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表１　第12次5ヵ年計画における主な数値目標
指標種類 数値目標 目標の性質

経済成長・
所得向上

期待値

期待値

期待値

拘束値

期待値

エネルギー・
環境

人口

耕地

水環境

GDPの年平均成長率を7％  （第11次5ヵ年計画目標7.5％、実績11.2％）

都市住民1人当たり可処分所得を年平均7％以上向上(第11次5ヵ年計画目標5％、実績9.7％）

農村住民1人当たり純収入を年平均7％以上向上(第11次5ヵ年計画目標5％、実績8.9％）

全国総人口を13.9億人までに抑制(第11次5ヵ年計画目標13.6億人、実績13.4億人）

都市化率を2010年の47.5％から51.5％へ（第11次5ヵ年計画目標47％、実績47.5％）

工業部門GDP当たり水消費量を2010年比で30％削減（第11次5ヵ年計画目標30％減、実績36.7％減）

農業灌漑用水有効利用係数を2010年の50％から53％へ（第11次5ヵ年計画目標50%、実績50％）

耕地面積が1.2億ヘクタールを下回らない(第11次5ヵ年計画目標1.2億ヘクタール、実績1.212億ヘクタール）

一次エネルギー消費に占める非化石エネルギーの比率を2010年の8.3％から11.4％へ

GDP当たりエネルギー消費量を2010年比16％削減(第11次5ヵ年計画目標20％減、実績19.1％減）

GDP当たりCO2排出量を2010年比17％削減

国土面積に占める森林面積の比率を2010年の20.36％から21.66％へ(第11次5ヵ年計画目標20％、実績20.36％）

森林蓄積量を2010年の137億立方メートルから143億立方メートルへ

CO2排出量を2010年比で8％削減（第11次5ヵ年計画目標10％減、実績12.45％減）

硫黄酸化物排出量を2010年比で8％削減（第11次5ヵ年計画10％減、実績14.29％減）

アンモニア態窒素と窒素酸化物排出量を2010年比で10％削減

　(出所）　「中国国民経済と社会発展第12次5ヵ年計画」のコラム1と2を基に李が作成。
　(注）　括弧内の数値は第11次5ヵ年計画の目標値と達成状況を示す実績値。括弧のない指標は新規指標。

拘束値

拘束値

拘束値

拘束値

拘束値

拘束値

拘束値

拘束値

拘束値

拘束値

拘束値

表２　原発開発の現状、計画と将来見通し

原発開発の現状
（2011年5月時点）

・設備容量：13基1080万kW
・立地：東南沿海３省。広東省5基、浙江省6基、江蘇省2基
・原子炉の種類：仏PWR型(4基)、カナダCANDU型(2基)、ロシアVVER型(2基)、
　中国PWR型(1基)、同CPR1000型(1基)、同CNP600型(3基)

稼
働
中

建
設
中

そ
の
他

新
規
案
件

・設備容量：28基3097万kW
・立地：遼寧省、山東省、福建省、海南省など沿海８省
・原子炉の種類：米国AP1000型(4基)、仏EPR型(2基)、中国CPR1000型(19基)、同CNP600型(3基)

・設備容量：許可済みで未着工の6基595万ｋW、準備工事中の32基を含め、建設に名乗りを上げた
　新規案件の合計容量：2億2600万万kW
・立地：東南沿海と川沿い・湖周辺の内陸部
・原子炉の種類：米国AP1000型、中国CAP1400型、同CPR1000型とCNP600型か

「第12次5ヵ年計画」
（2011年3月14日）の方針と
検討中の原子力計画（案）
の骨子

安全確保のもとで、原子力発電を効率高く推進。5年間4000万kWを新規着工
・安全性能が高く、効率的な原子力技術の研究開発を行う。3世代原子力技術の輸入、消化、吸収と
 再革新を首尾よく行う

・製造、建設、管理、運営のあらゆる段階での安全確保を徹底化する。人材育成を加速
・沿海地域の原子力建設を優先し、内陸地域の原子力建設を着実に順序よく推進する。
 田湾Ⅱ期、紅沿河を適時に着工

将来見通し
（中国工程院、2月発表）

・2020年に7000万kW、総発電設備容量の4.6%、総発電電力量の7%へ
・2030年に2億kW、総発電設備容量の10%、総発電電力量の15%へ
・2050年に4億ｋW、総発電設備容量の16%、総発電電力量の24%へ

（出所）中国国家発展改革委員会2011年全国エネルギー活動会議（2011年1月6、7日）、「中国国民経済と社会発展第12次5ヵ年計画」(2011年3月14日)、
         中国能源新聞などにより、李が作成。
（注）基本方針は確定したものであるが、一部の数字等は国務院承認待ちなので、多少の修正があり得る。
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原
発
は
二
〇
年
後
に
二
億
キ
ロ
ワ
ッ
ト
に

　

中
国
の
総
合
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
と
し
て
最
も
優
先
す
る
の
は
省
エ

ネ
で
あ
り
、
次
に
重
視
す
る
の
は
エ
ネ
ル
ギ
ー
供
給
の
多
様
化
と
ク

リ
ー
ン
化
で
あ
る
。
原
発
は
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
と
並
ん
で
エ
ネ

ル
ギ
ー
供
給
の
多
様
化
と
ク
リ
ー
ン
化
の
二
本
柱
の
一
つ
と
さ
れ
て

い
る
。「
第
一
二
次
五
ヵ
年
計
画
」
で
は
、「
安
全
確
保
の
元
で
原
子

力
を
効
率
よ
く
発
展
さ
せ
」、
五
年
間
に
四
〇
〇
〇
万
kW
の
新
規
建

設
の
着
工
を
目
標
に
立
て
た
。

　

中
国
で
は
、
原
発
の
建
設
は
一
九
八
五
年
に
始
ま
り
、
商
業
運

転
は
一
七
年
前
の
一
九
九
四
年
に
開
始
し
た
。
二
〇
一
〇
年
現
在
、

原
子
力
の
設
備
容
量
は
一
三
基
一
〇
八
〇
万
kW
、
発
電
電
力
量
は

七
三
九
億
kW
時
で
、
総
発
電
設
備
容
量
の
一
・
一
％
、
総
発
電
電
力

量
の
一
・
八
％
に
す
ぎ
な
い
。
欧
米
や
日
本
と
比
べ
る
と
、
中
国
は

原
発
開
発
の
後
発
者
で
あ
り
、
新
興
国
で
あ
る
。
一
方
、
低
炭
素
社

会
を
目
指
し
始
め
た
二
〇
〇
六
年
以
降
、
原
発
開
発
が
急
速
に
進
ん

で
い
る
こ
と
も
紛
れ
も
な
い
事
実
で
あ
る
（
表
２
）。

　

二
〇
一
一
年
五
月
時
点
で
、
建
設
中
が
二
八
基
三
〇
九
七
万

kW
、
許
可
済
み
で
未
着
工
分
が
六
基
五
九
五
万
kW
、
合
計
三
四

基
三
六
九
二
万
kW
で
あ
る
。
い
ず
れ
も
二
〇
〇
六
年
以
降
に
許

可
さ
れ
た
案
件
で
あ
る
。
他
に
、
準
備
工
事
が
す
で
に
始
ま
っ
た

三
二
基
を
含
め
、
建
設
に
名
乗
り
し
た
新
規
案
件
の
合
計
容
量
は

二
億
二
六
〇
〇
万
kW
に
上
る
。
将
来
に
関
し
て
は
、
国
務
院
直
属

の
シ
ン
ク
タ
ン
ク
で
あ
る
中
国
工
程
院
が
二
月
に
公
表
し
た
「
中

国
中
長
期
エ
ネ
ル
ギ
ー
戦
略
研
究
報
告
」
で
、
原
発
が
二
〇
二
〇

年
に
七
〇
〇
〇
万
kW
、
三
〇
年
に
二
億
kW
、
五
〇
年
に
四
億
kW
に

拡
大
し
、
総
発
電
設
備
容
量
に
占
め
る
割
合
を
そ
れ
ぞ
れ
四
・
六
％
、

一
〇
％
、
一
六
％
に
、
総
発
電
電
力
量
に
占
め
る
割
合
が
そ
れ
ぞ
れ

七
％
、
一
五
％
、
二
四
％
に
達
す
る
と
見
込
ん
で
い
る
。
低
炭
素
社

会
を
目
指
す
中
国
に
と
っ
て
、
原
子
力
は
、
今
後
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
安

定
供
給
や
温
暖
化
防
止
そ
し
て
低
炭
素
産
業
の
振
興
な
ど
に
欠
か
せ

な
い
存
在
に
な
り
つ
つ
あ
る
と
言
え
る
。

　

そ
う
し
た
中
、
福
島
原
発
事
故
が
起
き
、
中
国
に
も
大
き
な
衝
撃

を
与
え
て
い
る
。
政
府
が
ま
ず
乗
り
出
し
た
の
は
原
発
の
安
全
対
策

で
あ
る
。
温
家
宝
総
理
が
三
月
一
六
日
に
、
国
務
院
常
務
会
議
を
招

集
し
、
四
項
目
の
緊
急
対
策
を
決
定
し
た
。

　

①
す
べ
て
の
原
子
力
施
設
に
対
す
る
安
全
査
察
を
直
ち
に
実
施

し
、「
絶
対
安
全
」
を
図
る
。
②
事
業
者
と
安
全
監
督
官
庁
が
協
働

し
て
、
稼
働
中
の
原
発
に
対
す
る
安
全
管
理
を
着
実
に
強
化
す
る
。

③
最
先
端
の
安
全
基
準
を
用
い
て
、
建
設
中
の
原
発
の
安
全
性
評
価

を
実
施
し
、
基
準
を
満
た
さ
な
い
場
合
、
建
設
を
直
ち
に
中
止
さ
せ

る
。
④
原
発
安
全
計
画
の
作
成
を
早
め
、
同
計
画
が
承
認
さ
れ
る
ま
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3・11以降の「原子力」

で
は
、
準
備
工
事
が
す
で
に
始
ま
っ
た
も
の
も
含
め
、
新
設
案
件
に

対
す
る
審
査
と
批
准
を
停
止
し
、
同
時
に
原
発
の
中
長
期
開
発
計
画

に
関
す
る
見
直
し
と
健
全
化
を
行
う
。
従
来
に
な
い
厳
し
い
安
全
確

保
対
策
で
あ
る
。

　

原
発
安
全
の
監
督
行
政
を
司
る
国
家
原
子
力
安
全
局
の
李
幹
傑
局

長
は
昨
年
九
月
に
、
国
内
の
原
発
に
つ
い
て
、「
隠
患
」（
潜
ん
で
い

る
災
い
の
も
と
）
が
少
な
く
な
い
と
指
摘
し
た
。
今
回
の
安
全
査
察

と
安
全
性
評
価
は
約
六
ヵ
月
間
に
わ
た
っ
て
実
施
さ
れ
、
最
終
報
告

が
ま
だ
出
て
い
な
い
が
、
稼
働
中
の
原
発
の
多
く
に
大
型
多
重
災
害

に
対
す
る
防
御
能
力
の
強
化
が
必
要
と
指
摘
さ
れ
て
い
る
。
福
島
原

発
事
故
を
機
に
、
立
地
か
ら
原
子
炉
の
技
術
選
択
と
設
計
、
設
備
製

造
、
建
設
、
運
営
管
理
、
緊
急
時
対
策
ま
で
の
あ
ら
ゆ
る
面
で
の
完

全
確
保
が
最
優
先
さ
れ
、「
隠
患
」
の
杜
絶
が
期
待
さ
れ
る
。
ま
た
、

政
府
だ
け
で
は
な
く
、「
地
産
地
消
」
で
原
発
を
誘
致
し
て
い
る
地

方
自
治
体
も
独
自
の
安
全
対
策
に
乗
り
出
し
た
。
例
え
ば
、
二
ヵ
所

で
計
八
基
八
六
八
万
kW
の
原
発
を
建
設
中
の
福
建
省
は
、
原
発
に
五

kW
制
限
区
域
を
設
け
る
条
例
の
制
定
を
検
討
し
て
い
る
。

　

上
記
安
全
対
策
と
同
時
に
、
原
発
の
安
全
計
画
は
国
家
原
子
力
安

全
局
が
中
心
に
、
中
長
期
開
発
計
画
は
国
家
能
源
局
が
中
心
に
作
成

し
て
い
る
。
完
成
の
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
は
未
定
で
あ
る
が
、
新
規
案
件

の
審
査
の
遅
れ
や
五
年
間
の
新
規
着
工
規
模
の
下
方
修
正
な
ど
が
あ

り
う
る
も
の
の
、
安
全
確
保
を
前
提
と
す
る
建
設
推
進
の
基
本
方
針

は
維
持
さ
れ
る
公
算
で
あ
る
。

　

次
に
展
開
し
た
の
は
、
省
エ
ネ
と
節
電
の
推
進
で
あ
る
。
例
え

ば
、
国
家
発
展
改
革
委
員
会
と
財
政
部
が
三
月
一
九
日
に
、
全
電

力
消
費
量
の
六
割
を
占
め
る
電
動
機
の
省
エ
ネ
に
照
準
を
合
わ
せ
、

規
制
強
化
と
高
効
率
電
動
機
導
入
へ
の
財
政
支
援
の
拡
大
を
決
定

し
た
。
ま
た
、
代
替
電
源
の
拡
大
も
検
討
さ
れ
て
い
る
。
国
家
能

源
局
が
三
月
末
か
ら
、
分
散
型
の
ガ
ス
火
力
と
風
力
や
太
陽
エ
ネ

中国政府は3月16日に安全基準の見直しを指示した。
写真は江蘇省の田湾原子力発電所
（Imaginechina／アフロ）
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ル
ギ
ー
発
電
な
ど
の
開
発
目
標
の
引
き
上
げ
案
を
作
成
し
た
。
国

務
院
の
審
査
を
待
つ
段
階
で
あ
る
が
、
例
え
ば
、
太
陽
光
・
熱
発

電
の
目
標
値
は
二
〇
一
五
年
に
一
〇
〇
〇
万
kW
、
二
〇
二
〇
年
に

五
〇
〇
〇
万
kW
に
引
き
上
げ
ら
れ
る
可
能
性
が
大
き
い
。

　

こ
の
よ
う
に
、福
島
原
発
事
故
後
、中
国
政
府
は
、総
合
エ
ネ
ル
ギ
ー

政
策
の
基
本
方
針
を
維
持
し
つ
つ
、
よ
り
安
全
で
持
続
可
能
な
エ
ネ

ル
ギ
ー
需
給
シ
ス
テ
ム
に
向
け
た
模
索
を
展
開
し
始
め
た
の
で
あ
る
。

Ｉ
Ａ
Ｅ
Ａ
の
役
割
に
期
待

　

原
発
事
故
は
広
い
地
域
と
空
間
に
、
場
合
に
よ
っ
て
は
数
世
代
に

亘
っ
て
環
境
的
・
社
会
的
・
経
済
的
被
害
を
も
た
ら
し
、
ま
た
、
当

事
国
の
み
な
ら
ず
、
世
界
全
体
の
電
力
安
定
供
給
や
エ
ネ
ル
ギ
ー
政

策
、
そ
し
て
原
子
力
産
業
の
発
展
に
も
深
刻
な
影
響
を
与
え
得
る
。

そ
の
意
味
で
、
原
発
は
そ
の
立
地
や
事
業
者
に
か
か
わ
ら
ず
国
際
社

会
の
公
共
財
で
あ
る
。
国
際
社
会
は
結
束
し
て
原
発
安
全
を
確
保
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
次
の
点
が
特
に
重
要
で
あ
ろ
う
。

　

一
つ
は
、
福
島
原
発
事
故
の
教
訓
を
国
際
社
会
に
活
か
す
こ
と

で
あ
る
。
事
故
の
早
期
収
束
と
原
因
究
明
は
至
急
の
課
題
で
あ
り
、

情
報
公
開
等
を
含
む
日
本
の
責
務
が
大
き
い
。
一
方
、
国
際
社
会

も
積
極
的
に
協
力
す
る
必
要
が
あ
る
。
例
え
ば
、
事
故
原
因
に
つ

い
て
、
中
国
国
家
能
源
委
員
会
の
専
門
家
諮
問
委
員
会
な
ど
は
、

暫
定
的
結
論
と
し
て
、
未
曽
有
の
天
災
に
見
舞
わ
れ
た
こ
と
、
技

術
の
陳
腐
性
と
安
全
設
計
上
の
欠
陥
、
事
故
対
応
の
不
手
際
を
指

摘
し
て
い
る
。

　

も
う
一
つ
は
、
原
発
安
全
の
主
体
は
原
発
所
有
国
で
あ
る
が
、
国

際
原
子
力
機
関
（
Ｉ
Ａ
Ｅ
Ａ
）
が
も
っ
と
大
き
な
役
割
を
果
た
す
べ

き
で
あ
る
。
原
発
技
術
の
国
際
競
争
力
へ
の
配
慮
も
重
要
で
あ
る

が
、
必
要
最
低
限
の
共
通
安
全
基
準
を
設
け
、
国
際
専
門
家
チ
ー

ム
に
よ
る
抜
き
打
ち
検
査
を
実
施
す
べ
き
で
あ
ろ
う
。

　

最
後
に
、
人
材
育
成
の
強
化
と
緊
急
時
人
材
融
通
体
制
の
確
立
が

重
要
で
あ
ろ
う
。
原
発
安
全
は
、
燃
料
と
な
る
天
然
ウ
ラ
ン
の
採
掘

加
工
・
輸
送
か
ら
原
発
の
建
設
・
運
営
・
廃
炉
解
体
、
そ
し
て
廃
棄

物
の
処
理
ま
で
に
関
わ
る
問
題
で
あ
る
。
言
う
ま
で
も
な
く
、
い
ず

れ
の
段
階
で
も
原
発
業
務
に
精
通
す
る
専
門
家
が
必
要
で
あ
る
。
人

材
育
成
は
、
原
発
産
業
の
盛
衰
に
合
わ
せ
る
の
で
は
な
く
、
原
発
の

解
体
や
廃
棄
物
処
理
、
そ
し
て
万
が
一
の
事
故
を
考
慮
し
て
計
画
す

る
必
要
が
あ
る
。
ま
た
、
石
油
危
機
へ
の
国
際
連
携
体
制
と
し
て
、

国
際
エ
ネ
ル
ギ
ー
機
関
（
Ｉ
Ｅ
Ａ
）
が
石
油
の
緊
急
時
相
互
融
通
体

制
を
創
設
し
た
と
同
様
に
、
Ｉ
Ａ
Ｅ
Ａ
も
原
発
事
故
対
応
の
専
門
家

相
互
融
通
体
制
の
構
築
に
つ
い
て
検
討
す
べ
き
で
あ
ろ
う
。
■


